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【はじめに】
今年４月、介護報酬改定と同時に診療報酬も改定されました。居宅介護支援事業所としては特定事業所加算Ⅳやターミナルケアマネジメント加算
の新設、入院時情報連携加算や退院・退所加算の算定要件及び単位数の変更などがありますが、医療連携の強化と言われているように、診療報酬も
これらに関連する項目が改定されました。ここでは、ケアマネとの連携に関連する診療報酬の改定内容について触れてみたいと思います。報酬改定
の意図や今後の方向性を考えるヒントになれば幸いです。

診療報酬改定に見るケアマネとの連携
千葉県医師会理事／千葉県介護支援専門員協議会理事　海村　孝子

退院困難な要因
ア 悪性腫瘍、認知症又は誤嚥性肺炎等の急性呼吸器感染症のいずれかで

あること

イ 緊急入院であること

ウ 要介護状態であるとの疑いがあるが要介護認定が未申請であること

エ 家族又は同居者から虐待を受けている又はその疑いがあること

オ 生活困窮者であること

カ 入院前に比べＡＤＬが低下し、退院後の生活様式の再編が必要であること

キ 排泄に介助を要すること

ク 同居者の有無に関わらず、必要な養育又は介護を十分に提供できる状況に

ないこと

ケ 退院後に医療処置が必要なこと

コ 入退院を繰り返していること

サ その他患者の状況から判断してアからコまでに準ずると認められる場合
＊赤字は２０１８年度の診療報酬改定で新設

①医科・保険医療機関

保険医

又は指示を受けた

看護師又は准看護師

②歯科・保険歯科医療機関

保険歯科医

又は指示を受けた

歯科衛生士

③保険薬局

保険薬剤師

④訪問看護ステーション

⑤居宅介護支援事業所の
介護支援専門員 又は

相談支援事業所の相談支
援専門員

看護師

（准看護師を除く）

理学療法士

作業療法士

保険医又は看護師等と、①の「保険医又は指示を受け
た看護師等」もしくは①の医師の指示を受けた「④訪問
看護ステーションの看護師等」と共同で、入院患者に
対し、退院後の在宅での療養上必要な指導を行い、文
書により情報提供

◎この時点で退院時共同指導料１、２をそれぞれ算定

退院時共同指導料２ ４００点

入院中１回（＊厚生労働大臣が定める疾病等の患者については

当該入院中２回に限り算定できる。)

医師共同指導加算 ３００点
→入院医療機関の「医師」と①の「医師」が共同で指導を行っ
た場合に算定できる

多機関共同指導加算 ２０００点
→入院医療機関の「医師」が①～⑤のうち、いずれか３者以
上と共同で指導を行った場合に算定できる。

介護支援等連携指導料 ４００点
入院中２回。
→但し、共同指導加算 ２０００点 （居宅介護支援事業所の

介護支援専門員又は相談支援事業所等の相談支援専門
員と共同して指導を 行った場合に限る。）は、別に算定で
きない。

保険医、看護師又は准看護師とあるが保険医が赴くことが望ましい
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退院後の在宅療養を担う医療機関等

入院中の保険医療機関

〔歯科診療報酬〕
退院時共同指導料1
在支歯診900点
在支歯診以外500点
特別管理加算200点

〔調剤報酬〕
退院時共同指導料

600点

〔医科診療報酬〕

退院時共同指導料1
在支診1,500点

在支診以外900点
特別管理加算200点

〔訪問看護療養費等〕
退院時共同指導加算
600単位〔介護保険利用〕

又は

8000円〔医療保険利用〕

〔介護保険又は障害
福祉サービス〕
退院・退所加算

450単位～900単位

退院後、在宅療養
に移行

在宅療養を
サポート

※入院医療機関の「医師」
が①～⑤のうち３者以上と
共同で指導を行った場合、
入院医療機関は共同指導
加算を算定できる。

言語聴覚士

入 院 退 院

入退院支援加算１（施設基準あり）

一般病棟６００点 療養病棟１２００点
入退院支援加算２（施設基準あり）

一般病棟１９０点 療養病棟６３５点
地域連携診療計画加算
（施設基準あり 入退院支援加算を算定した者に限る）３００点

介護支援等連携指導料
４００点

診療情報提供料Ⅰ（施設基準なし）
２５０点
居宅介護支援事業者に対する診療情報の提
供のうち、退院前２週間以内の期間に行っ
たものについて、介護支援等連携指導料を
算定していない患者に限り、診療情報提供
料（Ⅰ）を算定可能とする

地域連携診療計画加算（施設基準あ
り 入退院支援加算を算定した者に
限る）５０点

退院時共同指導料２
４００点

※該当職種３者以上
と共同して指導を行
う場合

↓
多機関共同指導加算

２０００点加算

入院時情報連携加算
3日以内に提供 ２００単位
7日以内に提供 １００単位

退院・退所加算 連携1回目カンファレンス参加あり ６００単位
連携2回目カンファレンス参加あり ７５０単位
連携3回目カンファレンス参加あり ９００単位

①

②

③

医 療 機 関

居宅介護支援事業所

死亡退院は算定不可 入退院支援加算１ 入退院支援加算２

退院困難な患者の早期抽出 ３日以内に退院困難な患者を抽出 ７日以内に退院困難な患者を抽出

入院早期の患者・家族と
の面談

７日以内に患者・家族と話し合い
療養病棟等は原則14日以内

できるだけ早期に患者・家族と
面談

多職種によるカンファレンスの
実施

７日以内にカンファレンスを実施
できるだけ早期に

カンファレンスを実施

入退院支援部門
の設置

専従１名専任１名
（看護師・社会福祉士）

専従１名専任１名
（看護師・社会福祉士）

病棟への入退院支援職員
の配置

退院支援業務等に専従する職員を各
病棟に配置

－

医療機関・介護サービス事
業所との顔の見える連携の
構築

20施設以上。年3回以上の定期的な
面会（テレビ会議可能。

条件有）等

－

［算定要件・施設基準］

B005‐1‐2 介護支援等連携指導料 400点

保険医療機関に入院中の患者に

対して、当該患者の同意を得て、

医師又は

医師の指示を受けた

看護師

社会福祉士等

介護支援専門員

相談支援専門員

患者の心身の状態等を踏まえて導入が望ましい介護サービス又は障害福祉サービス等や退院後に利
用可能な介護サービス又は障害福祉サービス等について説明及び指導を行った場合に、当該入院中
２回に限り算定する。この場合において、同一日にB005 退院時共同指導料2の注3に掲げる加算（介護
支援専門員又は相談支援専門員と共同して指導を行った場合に限る。）は、別に算定できない。
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歴史上類のない高齢社会に急速に突入した現在、膨らむ医療費を抑制
するために、看取りを含む慢性期医療の実施場所を、医療施設から在宅
へとシフトさせる方向で国の施策が実施されています。平成 30年度は
診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の 3つが同時に改定さ
れました。後世に伝えられる最も大きな変化は、医療提供が内包されか
つ住まいの機能を有する居住系介護施設として介護医療院が創設された
ことでしょう。
ケアマネが医療機関とのやりとりの中で最も重視しているのは、入退
院支援と考えます。今回の介護報酬改定で、入院時情報連携加算及び退
院・退所加算が見直されたことについて、診療報酬の側から見てみたい
と思います。
診療報酬改定においても、入院前からの支援に対する評価を新設し、
退院支援加算から入退院支援加算に名称が変更されています。予定入院
の患者さんに対して、入院中の治療に関する説明などを事前に外来で
行った場合の評価となる入院時支援加算が新設されました。又、退院支
援加算 1から改称した入退院支援加算 1では、「退院困難な要因」を持
つ患者さんを 3日以内に抽出することが要件の一つとなっており、診
療報酬と介護報酬のスピード感が一つになったと言えます。医療機関及
び介護サービス事業所との顔の見える連携の構築のため、20施設以上、
年 3回以上の定期的な面会も施設基準に入っています。又、地域連携
診療計画加算（300 点）は、対象疾患の患者に対し、同意を得た上で
入院後 7日以内に個別の患者ごとの診療計画を作成し、文書で家族等
に説明を行い交付することが算定要件です。
退院時共同指導料１は、在宅側の医療機関が算定しますが、入院医療
機関が連携先の医療機関と「特別の関係」に当たる場合も算定可能とな
るように見直されました。
退院時共同指導料２は、入院中の保険医療機関が算定します。入院中

の保険医療機関の保険医又は看護師等が、在宅療養担当医療機関の保険
医若しくは看護師等、保険医である歯科医師若しくはその指示を受けた
歯科衛生士、保険薬局の保険薬剤師、訪問看護ステーションの看護師等
（准看護師を除き理学療法士・作業療法士・言語聴覚士を含む）、介護支
援専門員又は相談支援専門員のうちいずれか３者以上と共同して指導を
行った場合に、多機関共同指導加算として、2000 点を所定点数に加算
できるので、ケアマネの皆さまへのカンファレンス参加の呼びかけが増
えていくことが予想されます。2019 年度から施行される特定事業所加
算Ⅳの取得を目指すためにも、ケアマネのカンファレンスへの参加が非
常に重要となります。
介護支援連携指導料は、介護支援等連携指導料に変わり、障害福祉サー

ビスの相談支援専門員との連携が新たに評価されました。
このように在宅医療を担う医療機関のみならず、急性期医療を担う入

院医療機関の側からもケアマネをはじめとする多職種との連携は重要な
ものとなっています。
又、厚生労働省は、本年 3月、「人生の最終段階における医療の決定

プロセスに関するガイドライン」の改訂版を公表しました。診療報酬・
介護報酬とも、ターミナルケアに関連する報酬においては、本ガイドラ
インを踏まえた対応を要件とすることとなりました。
介護報酬で、ターミナルケアマネジメント加算 400 単位が新設され

ましたが、診療報酬改定における対応としては、在宅時医学総合管理料
及び在宅がん医療総合診療料の算定要件に、訪問診療を提供する主治医
から担当ケアマネへの情報提供が追加されました。
入退院支援や終末期医療において、医療と介護の連携が必要不可欠と

の意思が診療報酬の側から見てもはっきりと示される改定となったと言
えます。
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［はじめに］
今回の介護保険制度改正の中で、指定居宅介護支援事業所の管理者に
ついて「指定居宅介護支援事業所ごとに置く常勤の管理者は、主任介護
支援専門員でなければならない（平成 33年 3月 31日までの猶予期間
有り）。」とされました。
現状で主任介護支援専門員がいないか、又は在籍していても 3年後
はわからないという事業所にとっては、これから 3年の間に主任介護
支援専門員を管理者に置くよう計画を立てて準備していく必要が出てき
ました。そのような状況において、そもそも居宅介護支援事業所の管理
者に求められている役割とは何なのか、ここで改めて「運営基準編」と
「労務管理編」に分けてシリーズで解説していこうというのがこの記事
の企画です。
企画の全体像は次の通りです。
　・�第 1回～第 4回に分けて「運営基準編」と「労務管理編」をシリー
ズ化。

　・�1 号あたりの記事はどちらか一方か、または両方を掲載（原稿の
準備次第）。

　・主任配置の動向など、最新情報があればその都度追加掲載する。

まずは「運営基準編（Ⅰ）」からスタートです。

１．基本的に押さえておきたい全般的な事項
平成 30年 4月から、各市町村で「〇〇市（町・村）指定居宅介護
支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例」を定める
ことになりました。市町村ホームページの例規集で検索すると見るこ
とが出来ると思いますので、まずはこれを確認しておきましょう。そ
の上で、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平
成 11年厚生省令第 38号）（以下、本稿では「基準」という。）」をも
とにすすめていきたいと思います。今回は、この基準と「指定居宅介
護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成 11年老
企第 22 号）（以下、本稿では「解釈通知」という。）」の中から関連
する項目を拾い上げ、解説していこうと思います。
①�「指定居宅介護支援事業者」と「指定居宅介護支援事業所」の違いは？
「事業者」は、指定居宅介護支援事業所を運営している法人を代
表する者のことを指します。ここで言う「法人」は株式会社などの
営利法人や社会福祉法人などの非営利法人などすべてを含みます。
俗に、社長とか理事長とかの肩書きが付いている人のことですね。
「事業所」は、事業者が運営する一つ一つの事業所のことを指し
ます。例えば、一つの法人で「〇〇居宅介護支援センター」と「△
△居宅介護支援センター」という二つの居宅介護支援事業所を運営
しているような場合、「〇〇」と「△△」それぞれが別々の事業所
ということになります。
基準の第3条第1項に「指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介

護支援事業所ごとに常勤の管理者を置かなければならない。」とあり
ますが、言い換えれば「〇〇居宅介護支援センターと△△居宅介護
支援センターの2つの居宅介護支援事業所を運営している株式会社
□□の代表者は、〇〇と△△のそれぞれの居宅介護支援事業所にそ
れぞれ常勤の管理者を置くようにしなさい。」ということです。

②基準の条文には「事業者」がするべきことが多く記載されている
基準を読んでみると、「指定居宅介護支援事業者は、…」で始ま

ることに気付くと思います。これは、管理者に対してではなく法人
の代表者に課せられているということです。例えば、基準第 9条
には「指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の
介護支援専門員に身分を証する書類を携行させ、～中略～利用者又
はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しな
ければならない。」といった具合です。
事業者がすべきこととはいえ、管理者や従業員である介護支援専

門員も基準の内容は深く理解しておく必要がありますので、自分に
も課せられていることとして把握することが必要だと思います（特
に「第 3章　運営に関する基準」部分、次回以降で触れます）。

③管理者の兼務について
基準第 3条第 3項に、
「～略～管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな
い。ただし、次に掲げる場合は、この限りではない。
　一　�管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員の職務に従事する場合
　二　�管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場

合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障が
ない場合に限る。）」

とあります。更に上記第2号にかかる基準の解釈通知を見ると、「同
一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（支障がない場合
に限る）、同一敷地内にある他の事業所とは、必ずしも指定居宅サー
ビス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、
病院、診療所、薬局等の業務に従事する場合も、当該指定居宅介護
支援事業所の管理に支障がない限り認められるものである。
指定居宅介護支援事業所の管理者は、その営業時間中は、常に利

用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるも
のであり、管理者が介護支援専門員を兼務していて、その業務上の
必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その他の従業
者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく
必要がある。
また、例えば、訪問系サービスの事業所において訪問サービスそ

のものに従事する従業者との兼務は一般的には管理者の業務に支障
があると考えられるが、訪問サービスに従事する勤務時間が限られ
ている職員の場合には、支障がないと認められる場合もありうる。
また、併設する事業所に原則として常駐する老人介護支援センター
の職員、訪問介護、訪問看護等の管理者との兼務は可能と考えられ
る。なお、介護保険施設の常勤専従の介護支援専門員との兼務は認
められないものである。」
とあります。兼務は可能という単純な理解の仕方ではなく、ケアマ
ネジャーに従事する場合、その他の場合であっても本来の管理者と
しての業務に支障がない場合に限られることを改めて意識しておく
必要があると思います。どういう場合に支障があると判断されるの
かについては、管理者として必要な業務が、他の業務との兼務のた
めに十分果たせないと認められる場合であると思われますが、その
内容は個別具体的に判断されることとなるでしょう。

　次回は、運営基準の管理者の責務について触れたいと思います。

執筆：山口　定之（理事）

居宅介護支援事業所の管理者の役割シリーズ

第１回　運営基準編（Ⅰ）

平成 30年度の介護保険制度改正では「共生型社会の実現」という方
向性が打ち出され、高齢者と障害者の相互利用がよりすすめられること
となりました。それを受けて、居宅介護支援においても指定居宅介護支
援等の事業の人員及び運営に関する基準第 1条の 2第 4項に「～略～
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 51条
第 1項第 1号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めな
ければならない。」と規定され、私たちケアマネジャーの業務において
も連携が求められることになりました。
指定特定相談支援事業者とはどのような事業者なのか、ケアマネ
ジャーとどのような連携が求められてくるのか。
そのあたりを障害分野で活躍している方に解説していただきました。

障害のある人（児童を含む）について、その人が自立した社会生活を
営むことができるよう、障害福祉サービスなどの利用計画の作成や地域
生活への移行・定着に向けた支援など、生活全般にわたる相談支援を行
うことが必要とされており、それらを行う事業者を「指定（特定・一般）
相談支援事業者」と言い、そこでケアマネジメントをする役割を担う従
事者として「相談支援専門員」が制度化されている。「相談支援専門員」
は、マネジメントを行う役割として介護支援専門員の考え方を後追いす
るように役割の整理がされているが、同じケアマネジメントといっても
実務においては制度だけでなく、多くの違いがある。このため、地域で
活動するケアマネジャーとの相互理解が不可欠となっている。以下、両
制度のケアマネジメントの従事者について記載する。

障害関係のケアマネジメントについて第
１
回

【ケアマネジメント従事者】平成 30年 6月 1日現在
障害関係 高齢関係

事業所指定 指定相談支援事業（障害者総合支援法） 指定居宅介護支援事業（介護保険法・市町村）

従事者
・相談支援専門員
　（平成24年厚生労働省告示第225・226・227号）
・「主任相談支援専門員」（平成30年度設置）

・介護支援専門員
　（介護保険法第７条）
・「主任介護支援専門員」

資格取得 実務経験＋県相談支援従事者初任者研修を修了し、＋現任研修（５年毎）
の受講前提として認められる。（試験無し）

・国家資格保持者および一定の条件を満たした相談員等＋介護支援専門
員実務研修受講試験合格者＋介護支援専門員実務研修修了

社会福祉法人ロザリオの聖母会　地域生活支援センター「友の家」所長・相談支援専門員　白井　正和ケアマネ　　 情報!得
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南房総市は平成 18 年 10 月、7つの町村が合併し誕生しました。気
候は温暖、東は太平洋、西は東京湾に接し、南は千葉県最南端の野島崎
までと大変広い面積を誇る市です。人口は 38,659 人（平成 30年 5月
1日現在　南房総市住民基本台帳人口より）。南房総市が平成 30 年 3
月に作成した第 8期高齢者福祉計画によれば、高齢化率は既に 43%を
超え、団塊の世代が 75 歳に達する平成 37 年以降には 2人に 1人が
65歳以上になると見込まれる、いわば日本全体の 20年後の状況となっ
ています。尚、日常生活圏域は合併前の旧町村を単位とした 7圏域、
地域包括支援センターは公募により（JR 線の名前の由来にもなってい
ますが）太平洋側の「外房地区」と東京湾側の「内房地区」、それぞれ
1か所ずつ設置（社会福祉法人への委託）がされています。
町村合併後しばらくの間、合併以前からの地区ごとに分かれて連絡会
としての活動を行っておりました。しかし南房総市全体での介護支援専
門員の自主組織・連絡会の必要性を感じた有志を中心に、平成 19年 5
月 15日、南房総市介護支援専門員連絡会が設立されました。
当会の特徴の一つとして、居宅、介護保険施設問わず事業所単位で介
護支援専門員の方が入会されており、市内 2箇所の地域包括支援セン
ターともに連携した活動を行なっております。また、南房総市内に所在
する事業所だけでなく、館山市や鴨川市、鋸南町といった隣接市町に所
在する事業所でも、希望される方は入会可能となっています。平成 30
年 5月末時点で、施設も含め市内 52事業所　市外 12事業所、計 160
名以上の会員が在籍しています。事務局は市内に 2か所設置されてい
る地域包括支援センターが担当し、入退会の手続きや研修開催への協力、
メーリングリスト（メールの一斉配信システム）の管理などを実施して
います。
活動は大きく分けて「研修会」「市・関係団体との連携など」を行っ

【現状について】
障害児から高齢期まで対象者が幅広く、ライフサポートということで
支援期間も長い、また、障害サービスとともに就労、日中活動等の生活
全般によるマネジメントを行い、関係者も広範囲にわたる。
指定相談事業所は相談支援専門員が一人で従事する小規模な事業所が
多い。また、地域によってはサービス利用希望者全てに相談支援専門員
が対応できない地域もあり、その際はセルフプランで対応せざるをえな
い状況が続いている。セルフプランは利用者個人でのサービス管理（給
付管理）、モニタリングや関係者会議が開催できない等課題が多い。

【介護保険への移行についての課題】
障害サービスから 65歳または 40 歳時に介護保険へ移行または障害
福祉と介護保険サービスを併給するケースも増えている。制度縦割の
サービス調整、両制度が複雑で分かりにくく、利用者がどこに相談して
よいか混乱する。

ています。
研修は、課題整理総括表、社会福祉協議会の事業、制度改正など、介

護支援専門員として必要な専門的知識や技能の習得、研鑽を目的とした
内容で、年 3回程度行っています。
市・関係団体との連携としては南房総市地域ケア会議へ委員としての

出席、市と地域包括支援センターが取り組んでいる地域包括ケア推進事
業（地域の課題についての多職種や地域住民とのグループワークなど）
への積極的な参加、意見交換や施策提案を実施しています。また保健所
などが広域連携を目的に主催する各種会議への参加にも協力していま
す。
もともと南房総市は隣接自治体（鴨川市・館山市・鋸南町）とともに

「安房 3市 1町」と呼ばれ、千葉県では医療圏域を安房 3市 1町で一つ
の「安房圏域」と定めています。高齢者の方などは隣接自治体にある医
療機関に受診・入院されることが多く、対応する居宅支援事業所やサー
ビス事業者の提供地域も隣接自治体と重複しており、市外の事業者が南
房総市内で活動されていることも多い状況です。このような状況を反映
し、研修開催などについては「安房地域全体で」という視点も持って、
隣接市の連絡会、協議会にも周知や参加呼びかけの協力を頂いておりま
す。また隣接市で活動されている介護支援専門員の方も多いため、他市
からの研修案内なども随時会員に伝達を実施、市外の研修などへ参加さ
れる会員の方が多いのも特徴です。
最後に今後の当会の活動として、南房総市では現在組織化されていな

いホームヘルプ事業所やデイサービス事業所の連絡会設立に協力したい
と考えております。南房総市では介護の担い手、地域社会の担い手減少
が深刻な課題です。総合事業の開始に伴って小規模事業所の存続に直結
する問題点も出始めており、このままではますます担い手の減少が進ん
でしまいます。今後、地域福祉の向上、福祉を通じた地域づくりの視点
に立ち、サービス事業所ごとの連絡会設立への協力、研修会や行政との
情報交換会の共同開催などを通じて、担い手育成などの課題解決、住み
やすい地域づくりに取り組んでいきたいと考えています。

障害支援区分と要介護度の認定基準の相違、利用者の自己負担増、サー
ビス量が減る場合や障害対応の介護保険サービス事業所が不足等の課題
もある。

【介護支援専門員との連携について】　
日常で関わることが少なく相互理解が必要で、市町村行政、障害・高

齢の支援者の三者が会う場が必要である。また、地域包括支援センター
（高齢）と基幹相談支援センター（障害）の役割も重要である。
地域包括ケアシステムの考え方で出来る限り住み慣れた地域で生活の

継続ができるよう包括的な支援体制の推進が必要となりその際に、両専
門員によるケアマネジメントが利用者に提供され、多職種協働で支援・
地域資源の開発・地域づくり・政策形成を進めること、また、制度や仕
組みが変わっても、その人が自分の人生を自分らしく生きることに寄り
添い、応援し続ける仕事をしていくために協働していくことが重要と考
える。

南房総市介護支援専門員連絡会

障害関係 高齢関係
法定研修
更新性

・有り
　（現任研修　５年毎）

・有り
　（現任研修または再研修、更新研修、主任更新）

サービス制度
障害者総合支援法
・障害支援区分によるサービス種別制限ある。
・プランに基づくサービスごとの支給量による。
・自己負担無料の方が多い。

介護保険法
・要介護（支援）区分ごとにサービス支給限度基準額あり。
・自己負担1～ 3割。※詳しくは本号県庁だより参照

マネジメント

・サービス等利用計画（ケアプラン）基本相談含む
・継続サービス利用支援（モニタリング）
個別状況で期間決定（3、6ヵ月が多い。）
・30年度より件数制限開始
・施設入所利用者も対応（年１～ 2回モニタリング）

・ケアプラン作成、介護サービス利用で報酬。　　　　　
・モニタリング必須（毎月）。
・給付管理業務が必須（毎月）。
・標準件数あり
・施設入所者は施設ケアマネに移行する。

地域の　　　　
基幹機能

基幹相談支援センター
（市町村か広域設置、必須でない。民間委託可）

地域包括支援センター
（市町村単位で設置、設置必須。民間委託可）

地域の
検討の場 地域自立支援協議会（市町村か広域設置） 地域包括支援センター

介護保険・地域包括支援センター運営協議会

組　織
日本相談支援専門員協会（個人会員）
・都道府県、市町村の組織は地域の実情によるもので組織化されていな
い地域もある。

日本介護支援専門員協会（個人会員）
千葉県介護支援専門員協議会（個人会員等）
各地域介護支援専門員協議会

南房総市介護支援専門員連絡会　会長　堀尾　晋也
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退院・退所加算について同一月内に入退院を繰り返した場
合、その都度算定が可能なのか。
円滑な在宅生活移行のため、情報共有を目的に訪問した回
数（３回が上限）を評価する加算のため、それぞれの入院期
間内で算定は可能になる。

算定条件は以下のとおりになります。
イ．１回の面談等で情報を得て、カンファレンスには不参加
ロ．１回のカンファレンスにおいて情報を得た
ハ．２回の面談等で情報を得て、カンファレンスには不参加
二．２回の面談等で情報を得た。そのうち１回はカンファレンスに参加
ホ．３回の面談等で情報を得た。そのうち１回はカンファレンスに参加
退院・退所後の在宅での情報提供を受け、居宅サービス計画書を作成
が必要です。
イ～ホの条件によって算定額が異なってきます。

１　はじめに
平素は、本県の高齢者福祉行政及び介護保険制度の推進に御理解
と御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、今回は平成29年5月26日に成立した「地域包括ケアシス
テムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」（以下、「改
正法」という。）の中で掲げられた5点の改正のうち、「4.現役並み
の所得のある者の利用者負担割合の見直し」について取り上げたい
と思います。

２　今年の8月1日から施行
改正法の多くは平成30年4月1日に施行しましたが、この「4.現
役並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し」については、今
年の8月1日から施行されます。

３　見直しの内容
介護サービス利
用料について、こ
れまでの利用者負
担は1割、又は一
定以上の所得のあ
る方は2割として
いましたが、世代
間・世代内の公平
を確保しつつ、制
度の持続可能性を
高める観点から、
平 成30年8月 か
ら65歳以上の方

平成30年度通常総会開催
平成30年６月17日（日）、特定非営利活動法人千葉県介護支援専門
員協議会平成30年度通常総会が千葉県教育会館本館３階303会議室
（千葉市中央区）で開催されました。当日は383名（内、委任状出席
353名）が出席されました。ありがとうございました。
下記の議案はいずれも承認されました。
（1）第１号議案：平成29年度事業報告
（2）第２号議案：平成29年度決算・監査報告
（3）第３号議案：平成30年度事業計画（案）
（4）第４号議案：平成30年度予算（案）
（5）第５号議案：役員の変更について（案）

（第1号被保険者）であって、現役並みの所得がある方には費用の
3割をご負担いただくことになります。

４　現役並みの所得とは
65歳以上の方

で、合計所得金額
が220万 円 以 上
の方は3割負担と
なります。（月額
44,400円の負担
の上限あり）
ただし、合計所

得 金 額 が220万
円であっても、世
帯の65歳以上の
方の「年金収入とその他の合計所得金額」の合計が単身で340万円、
2人以上の世帯で463万円未満の場合は2割の負担又は1割負担に
なります。
また今回の見直しは、現役並みの所得のある方の負担割合を3割

とするものですので、1割負担の基準は変わりません。
５　給付額減額措置も見直し

介護保険料を滞納するなど適切に納めていない場合は、その期間
に応じて利用者負担が3割に引き上げられます。これを「給付額減
額措置」といいます。きちんと保険料を納めた人とそうでない人と
の「公平性」を確保するとともに介護保険財政の安定運営を図るこ
とが目的です。今回、現役並みの所得のある方の利用者負担割合が
2割から3割になったことを受けて、この「給付額減額措置」も見
直され、現役並みの所得がある方が介護保険料を適切に納めていな
い場合、利用者負担を「4割」に引き上げるとされました。

６　負担割合の確認を
要介護・要支援認定を受けた方は、毎年6～ 7月頃に、どの負担

割合の方も市町村から負担割合が記された証（負担割合証）が交付
されます。介護支援専門員の皆様におかれましては、サービス利用
者の方の負担割合を確認するとともに、改正について利用者の方に
御理解いただけるよう、より丁寧な説明を行う等、御協力の程よろ
しくお願い申し上げます。

平成30年度の改定において、通所介護・地域密着型通所
介護の提供時間が２時間から１時間ごとに見直されたが、
サービス計画書の変更は必要か。
介護報酬上のサービス提供時間区分が変更になっても、

サービス内容や提供時間に変更がなければ計画書の変更は必
要ないです。しかし、今回の改定を機にサービス内容を見直

し変更が必要であれば、一連のプロセスは必要になります。

特定事業所加算⑴～⑶の要件において、他法人が運営する
居宅介護支援事業者との共同での事例検討会や研修会の参加
が新たに加わったが、共同とはどのようなことか。
算定要件である「共同」とは、開催者か否かに問わず２法

人以上が事例検討会等に参画することを指している。

編　集　後　記
最近の御朱印ブームにあやかろうと、自分も少し前から集めています。

参拝の証としていただくものなので、順番としてまずは参拝をしてから社
務所などに立ち寄るのが正しいそうです。宮司さんやお坊さんが小筆で流
暢に記帳している姿を見ていると、字の下手な自分などは感心するばかり
です。

神社や寺院などで何をお願いしているかって？「仕事のことであんまり
苦労しませんように。」

山口　定之

ケアマネジャー
相談窓口［介護保険　　　　］
特定非営利活動法人 千葉県介護支援専門員協議会　サポート委員会

Q1

Q2

Q3A1

A2

A3

県からの
おしらせ

介護保険に関するお問い合わせは

☎043-223-2387

今年度より千葉県介護支援員協議会主催の研修会会場にて
相談窓口を開設しておりますのでご利用下さい

サポート委員会より

介護保険法等の改正について

出典：�第 137 回社会保障審議会介護給付費分科会「介護分野の最近
の動向」

出典：�厚生労働省ホームページ「利用者負担の基準が変わります（周
知用リーフレット）」より抜粋
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